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[1] 研究活動 
 
1.1.  プロジェクト(1) 
プロジェクト１：衛星データによる地球表層環境変動の実態把握とその要因解析 
[概要]  
衛星データから植生・土地被覆／利用・雪氷圏の現状を把握し変化検出の研究を行う。さらに、この環境変動
のメカニズムを気候・植生・人間活動の相互作用の結果として理解するための研究を行う。グローバルと地域ス
ケール双方を対象とし、地域の成果をグローバルの中に位置付けることにより、また環境変動を気候要因と人間
要因の両面から捉えることにより、環境変動に関する知的資産の形成を計る。期待される成果は、リモートセン
シングによるグローバル/ローカルの土地被覆、雪氷などの主題図・変動図、および環境変動の総合的要因解析結
果である。 
 
Project 1: Monitoring and analysis of global surface environmental changes by satellite data 
The final objective of this project is to understand the present situation and changes of global surface 
environment. The project consists of the following three parts. The first part is to produce global/local 
datasets of land cover, percent tree cover, snow/ice distribution from satellite data to know the present 
surface environment. The second part is to extract global surface changes by detecting vegetation changes 
from global 20-year AVHRR data and by analyzing it with climate data. The third part is to analyze detail 
environmental changes considering natural and human factors in Landsat scene scale of the test sites of 
East Asia. The distinctive features of this project is global thematic mapping, linkage of global and local 
analysis, and analysis of main causes of environmental changes from natural and anthropogenic factors. 
 
[研究内容と平成 19年度の成果] 
1.1.1. グローバル土地被覆マッピングとモニタリング（継続） 
建石隆太郎、Bayaer（特任教員）、Mohamed Aboel Ghar（特任教員）、 
Javzandulam Tsendayush（特任教員）、小林利行（協力研究員） 
（内容） 
長期的な目標は、リモートセンシングにより土地被覆情報を抽出する方法を開発し、役立つ土地被覆データを
作成し公開することである。このために、全球的な土地被覆の現況および変化地域を把握する手法を開発し、そ
の結果得られた土地被覆情報をデータとして公開する予定である。 
平成１９年度は、グローバル都市域抽出とグローバル樹木被覆率推定の二つの研究を中心に行った。都市域抽
出に関しては、人口密度データ、MODIS/NDVI データ、DMSP/OLS データを用いて、Landsat 画像および Google 
Earth を参照情報として都市域を抽出する手法を開発した。図１に本研究の方法で抽出した北京の都市域と使用
したデータおよび他のプロダクトの都市域を比較する。図によると抽出した都市域は他のプロダクトより
Landsat 画像に見られる都市域に近いことが確認できる。 
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樹木被覆率推定に関しては、平成 17年度にアフリカ大陸に対して開発した方法を改良し、グローバルに適用
した。用いた方法は、高解像度衛星QuickBird データを判読した樹木被覆率のトレーニングデータに基づき、
MODIS データからのバンドデータおよび指標にディシジョンツリー法を適用する方法である。 
（成果） 
図 2に示すように、MODIS データを用いたグローバル樹木被覆率データが 3年の研究期間を経て完成した。 
このデータは本センターの website から公開されるが、地球地図プロジェクトの成果としても 2008 年前半に
世界に公開される予定である。 
 また、この樹木被覆率データ作成に用いられた 2003 年観測のグローバル 1km 16-day composite MODIS デー
タも 2008 年中に本センターのwebsite から公開される。 
 グローバルの都市域データも完成し、地球地図のグローバル土地被覆データに統合される予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 抽出した都市域の比較（北京）：左上より右に Landsat、人口密度、本研究で抽出した都市域、DCW、 
ボストン大学作成の都市域、GLC2000、夜間光 DMSP/OLS より抽出した都市域GRUMP 
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 図 2 グローバル樹木被覆率（2003 年観測 1km MODIS データより作成） 
 
 
1.1.2. 中央アジア、特に中国西部の環境変動の調査 
 本研究では、中国新疆ウイグル自治区周辺で起こっている環境変動に関して2つのテーマで研究を行っている。 
1.1.2.1. 衛星データを利用したタクラマカン沙漠北部の塩類集積の推定（継続） 
伊東 明彦（千葉大学理学研究科）、石山 隆、西尾文彦、阿布都沙拉木 加拉力丁（新疆大学） 
（内容） 
 本研究は、タクラマカン沙漠の北縁のオアシスの塩類集積分布を評価すると共に、その要因を解明し、また解
決策を提言することを最終目標とする。 
衛星データから土壌塩類化地域を評価する手法を開発するため、アクス周辺のオアシスを対象に現地調査を実
施し、その評価手法を提案する。現地におけるヒヤリングと、複数時期における衛星データの解析から、塩類集
積分布は季節変化による依存することがわかった。土壌水分は季節変動が大きいので、4時期のデータを用いて、
塩類集積分布の季節的な変化の解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 塩類集積による農地への被害の初期段階   図 2 塩類集積によって荒廃した農地（最終段階） 
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1.1.2.2. 衛星データによる近年のタリム河下流域の植生・土壌の変動（継続） 
石山 隆、神武寛典、伊東明彦（千葉大学理学研究科）、西尾文彦、阿布都沙拉木 加拉力丁(新疆大学) 
（内容） 
本研究では衛星データにより、2001 年から 2005 年の間のタリム河中下流域及び近年新疆政府が植生の回復
に努めている。タリム河下流域に位置する大西海子ダム周辺の植生変動の解析を行った。その結果、タリム河中
下流域では 2003 年にオアシス、沙漠遷移帯（沙漠交錯帯）において最も植生域が増加していることがわかった。
またダム周辺の植生被覆を解析した結果、変動の大きな地域は沙漠交錯帯（植生被覆率が 8％～9％）であるこ
とがわかった。これは 2003 年の 4月のキルギスから天山山脈の大雨と雪解けにおけるダムからの大規模な放水
が寄与している。さらに沙漠交錯帯付近の植生レベルの詳細な変動を初めて数値評価した。 
タリム河下流の植生被覆率の面積の増減に着目し、2001年5月と2002年5月を比較した結果を図1に示す。
増加した面積は 520 平方 kmで、その 8割を植生被覆率 8%～9%の地域が占める。2003 年 5月と 2004 年 5月
を比較した結果を図 2に示す。減少した面積は 310平方 kmで、その 9割以上が植生被覆率 8%～9%の沙漠交錯
帯であることがわかった。 
 
 
 
図 1 植生域 520 平方キロの増加の分布   図 2 植生域 310平方キロの減少の分布 
 
 
1.1.3. アジアにおける近年の降水および無降雨期間の変動に関する研究  
樋口篤志、山本宗尚（特任教員） 
（内容） 
IPCC レポートで既に指摘されているように温暖化に伴い、極端な降水イベント（洪水、あるいはその逆の干
ばつ）が 1970 年代より増えてきていることが知られてきている。よって降水量（降水システム）変動に関する
より詳細な知見の蓄積が必要である。降水量変動を知る上で衛星による計測、あるいは衛星ベースのプロダクト
は非常に有益であるが、推定誤差、サンプリングの問題が常につきまとうため、本研究では雨量計データから作
成された日降水グリッドデータセット(APHRODITE’s Water Resources: Asian Precipitation ‒Highly Resolved 
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Observational Data Integration Towards Evaluation of the Water Resources) を用い降水強度および無降水日数
に着目して解析を行った。対象領域はアジア（下図参照）で対象期間は 1979-2002 の 24年間である。 
解析の結果、以下のことが明らかになった。1). 年々変動が大きいが、年降水量・降水強度・降雨日数・日降
水量（弱雨～強雨）、無降水日数の変動トレンドには明確な地域特性が認められた。日降水量中上位 10%の日降
水量（下図左）ではインドシナ半島海岸部（特にベトナム）～フィリピン～中国華南で増加傾向、インド～パキ
スタンおよび中国華中～華北、アジア北部内陸部全体で減少傾向が認められた。無降雨期間の上位 10%（図 1
右側）ではインド、アジア北部で無降雨期間の長期化、沿岸域、インドシナ半島（タイ）で短期化が認められた。
2) こうした降水特性、無降雨特性の地域差は夏季モンスーン風系の風上側で強化（降水量増加、無降雨期間減
少）、風下側で弱化しており、グローバルスケールでの変化のみならず、ローカルな影響（特に地形効果と呼ば
れる降水システムの標高、地形形状依存性）がこうした近年の降水変動トレンドに影響を与えていることがわか
った。 
 
 
 
図 1 対象期間中の各年の日降水量中上位 10%に相当する日降水量（左）および上位 10%(長期間)の無降水日数
のトレンド（右）。三角記号の向きで増加、減少を表現し、黒三角で示される地点は統計的に優位な増加（減
少）が認められた領域、三角は日降水量では 1mm/10 年の増加（減少）が認められた地点、無降水日数で
は 2.5 日/10 年の増加（減少）が認められた地点、白抜きの丸は明確な増加、減少傾向が認められなかった
ところを示す。 
 
 
1.2. プロジェクト（2） 
プロジェクト２：衛星データによるユーラシア大陸の植生 3次元構造の変遷を中心とする表層・植生・土地被覆 
変動の研究とデータ解析・処理手法、検証データ観測手法の研究 
[概要] 
地球温暖化の影響は、地球生態系に大きなダメージを与えるとされている。第３次 IPCC のレポートでは、近
年の地球温暖化の主要因は人間活動の影響によるものであるとしている。さらに、今後、人類が繁栄を続けるた
めには、気候システムへの人為的干渉がどの程度なのかを正確に把握する必要があるとしている。全球レベルで
気候システムへの人為的影響がどの程度あるのか、影響のメカニズムはどうなっているのか正確に把握すること
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が人類繁栄のための急務である。地表面の気候システムに関わる物理鰯の変動を正確に把握することが不可欠で
ある。 
そこで、本プロジェクトでは、リモートセンシングデータからより多くの正確な物理鬮情報抽出することを目
的とした。そのためには、同じ対象を多角から観測し、観測地と対象の物理鑓を比較し、正確に物理舅情報を抽
出する手法を開発する必要がある。 
 
Project2:Study on earth surface, vegetation and land cove change with changing of surface 3D structure on 
Eurasian continent and satellile data analysis, processing method, developing of verification data 
observation method 
The purpose of this project is toderive the precise physical information on the earth surface, especially 
related to the vegetation, from remote sensed data. In order to actualize this goal, following studies will be 
carried out. 
1) Developing new analysis method for understanding and tracing the change of 3D structure of vegetation. 
2) Developing high speed processing algorithm for long term time series satellite data. 
3) Developing the new grand truth observation method directly applicable for salellite observed data and 
Constructing the reflectance dalabase for different surface observed from multi-angle using unmanned 
remote control helicopter. 
4) Proposing the new salellite data product and verification method on the ground for the new satellite 
sensors． 
 
[研究内容と平成 19年度の成果] 
1.2.1 現地実測データに基づく樹木構造モデルを導入した BRF シミュレーション 
本多嘉明、梶原康司 
（内容） 
 本プロジェクトではこれまで、ラジオコントロール小型無人自律ヘリコプター（以下 RC ヘリ）を用いた森林
の BRF 観測を行ってきた。RC ヘリによる BRF 計測では、主平面と直交面内において異なる角度から同一ター
ゲットの反射率を計測する。あらゆる角度からの計測が理想ではあるが、太陽位置を不変とみなせる時間内での
計測では計測サンプルが制限される。また、様々な太陽天頂角における BRF を取得しようとしても、次期を変
えて多数回の現地実測は現実的には不可能である。そこで、限られた観測ジオメトリで観測された BRF をもと
にシミュレーションによって全ての観測ジオメトリに対応する BRF を取得することが必要となる。 
 BRF シミュレーション自体はこれまで極めて多くの報告が為されているが、そのほとんどは、森林の構造自体
を人為的に構成したものである。たとえば、樹木配置が一定間隔のグリッド上にあるとするものや、樹幹径と樹
高の関連を無視したものなどである。森林のバイオマス推定を目的とする BRF シミュレーションの場合、樹木
配置や樹木構造のパラメータ自体がどのように BRF に影響するかが重要であって、従来の手法の単純な改良で
は十分な解析ができない。そこで本研究では、実際に計測した森林の構造をシミュレータに再現した。また、樹
木配置も RCヘリによって上空から撮影した鉛直方向のモザイク写真から再現し、グリッド配置と比較した。 
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 (I) 格子点配置の弊害 
 樹木配置の方法でもっとも簡単なものは格子状に配置する方法であるが、これにはセンサ観測方向から見た場
合の樹冠、林床の面積比が連続的に変化しないという欠点がある。図 1は南北・東西方向に格子状に配置した樹
木を太陽天頂角 30°、センサ方位角 0°(a)、30°(b)、から見た場合のシミュレータの出力画像である。この図
の(a)では林床が見えているが、 (b)に示すようにセンサ方位角が 30°になると完全に見えなくなる。実際の森林
ではこのような現象は一般に起こらないと考えられるため、反射特性の方位角依存性を検討するためには不適切
であることが予想される。 
 
 
 
 
       
     (a) SEA = 0°                             (b) SEA = 30° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 1 格子状配列で樹木を配置した例  
 
 
 実際に格子点配置のシミュレーションを行った場合の結果を図 2に示す。太陽天頂角(SOZ) 30°、センサ観測
角(SEZ) 0°、20°、40°、60°のときの近赤外反射率のセンサ方位角(SEA=RA)による反射率の変化を示して
いる。この図から、センサ天頂角が大きくなるにつれて、センサ方位角による反射率変化に不連続なところが見
られるようになることが分かる。このとき、直達光の当たっている樹冠の画像中における面積比を調べると図 3
のようになる。この図から、樹冠の面積比の不連続な変化が、反射率の変化にそのまま反映していることが分か
る。以上のことから、仮想空間に対して樹木を整列配置することは、BRF シミュレーションの結果に非現実的な
効果を与えることがわかる。従って樹木の配置手法として整列配置は適切ではないと言える。 
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図 2 樹木を整列配置した場合のBRFシミュレーション結果 
  （センサ天頂角、センサ方位角による近赤外の反射率変化） 
 
図 3 センサ天頂角、センサ方位角による直達光照射樹冠の面積比変化 
 
 
(II) 現実の森林プロットによる配置の検討 
 RC ヘリコプター観測によって取得した森林の画像から実際の森林の樹木プロットを作成し、それを仮想空間
内に配置する方法が現状でもっとも現実的な手法と考えられる。ここでは、2002 年 7 月 18 日に奈良県吉野の
杉林で取得したヘリ取得画像から得た樹木配置でシミュレーションを行った結果について述べる。 
図 4は上述の樹木配置を仮想空間上に再現したときのシミュレータの出力画像である。この図では、図 1に示
した整列配置のときとは異なり林床の面積比はセンサ方位角が異なっても両者で大きな違いは認められない。図
5に示すように、近赤外領域におけるシミュレーション結果は、格子点配置のときとは異なり不連続な変化がな
い。このシミュレーション結果から、BRFシミュレータにおける樹木配置は RCヘリコプターによって取得した
現実のプロットを再現したものを用いるのが最適であると判断できる。 
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(a) SEA = 0°                             (b) SEA = 30° 
図 4 実測に基づく樹木配置の例 
 
 
図 5 現実の森林プロットにから樹木を配置した場合の BRFシミュレーション結果 
（センサ天頂角、センサ方位角による近赤外の反射率変化） 
 
 
1.2.2. レーザースキャナによる樹木形状計測 
本多嘉明、梶原康司 
 
 森林バイオマス推定アルゴリズムの検証を行う際に、対象の森林のバイオマスが既知である必要がある。針葉
樹の場合、胸高直径と樹高から林分形数法を用いてバイオマスを取得することができるため、現地実測において
胸高直径と樹高の計測が必要となる。胸高直径は現地におけるメジャー等の計測では誤差を生じやすい。また、
樹高計測においても、杉などの常緑樹では樹木の先端の見通しが悪く、計測そのものが困難である場合が多い。 
 そこで本研究ではレーザースキャナを用いて形状データを取得し、そこから胸高直径および推定樹高を求める
手法を開発した。 
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1.3. プロジェクト（3） 
プロジェクト 3：衛星データと地上観測ネットワークによる放射収支の評価と大気パラメータの長期変動 
[概要] 
衛星データによる地球表面と大気の放射収支の推定・評価は、地球全体の気候変動研究に対して基礎的な量
を提供するとともに、気候変動に関わる全球モデルの初期値データや検証データとしても重要性が高い。また
放射収支は地球表層環境における主要なエネルギー過程として、植生や水文、海洋の動態研究に欠くことので
きない量である。本研究では東アジアにおける放射収支の長期変動を、その要因となる大気パラメータの変動
を含めて、衛星データによる解析と地上ネットワーク観測による解析の両面から総合的に研究する。 
 
Project 3: Evaluation of radiation budget on the basis of satellite data and ground observation network, and  
study of long-term changes in atmospheric parameters 
The satellite evaluation of radiation budget in the Earth’s surface system including the atmosphere 
provides basic quantities required for the study of the global climate change. The data are important also as 
the basic parameters in the construction of global model for the climate change. Since the radiation budget 
describes the principal energy process on the Earth’s surface, its accurate understanding is indispensable for 
studying dynamic behavior of vegetation, hydrology, and ocean environment. In this project, the long-term 
changes in the radiation budget of the East Asia region and in related atmospheric parameters are 
investigated in a comprehensive manner. Both the satellite data and ground-network data will be employed 
for this purpose. 
 
[研究内容と平成 19年度の成果] 
1.3.1. 衛星データを利用した長期放射収支・大気パラメータ変動の研究 
高村民雄、中島 孝、竹中栄晶 
（内 容）  
衛星データから地表面放射収支に関わる大気パラメータ諸量を抽出するアルゴリズムを確立するとともに、
放射収支関連のデータセットを作成する。代表的な観測パラメータとしては、地表面での放射量・温度分布、
および雲・エアロゾル量が挙げられる。過去およそ 20 年間の衛星データの解析も含め、これら諸量の地域的・
季節的変動の研究を通じ、地表面環境研究に貢献する。 
（成 果） 
・東アジア地域を中心とする地表面の放射量分布、温度分布データベースの作成 
４大学連携によるバーチャルラボラトリーの形成に於いて、CEReS の重要な役割のひとつは全球静止衛星の収
集とそれによるプロダクトの作成である(5 章参照)。本課題はその一部をなすものである。既に東アジアを中心
とした気象衛星「ひまわり（GMS-5）」画像の収集・蓄積は CEReS でなされてきており、今年度は日射推定に関
するアルゴリズム開発が行われた。 
これまでのアルゴリズムと地上検証による研究から、快晴時の推定は問題ないものの、曇天時に衛星推定値が
かなり高く出る傾向（雲を薄く推定する傾向）が指摘されてきた。特に光学的に厚い雲ではその違いが著しい。
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この観点から、GMS-5 の可視画像を利用する場合の種々の問題点の検討が気象庁気象衛星センターと共同で実施
された。なかでもセンサ劣化に伴う検定値の再検討では、単にセンサの経年的な変化の問題にとどまらず、
S-VISSR 自身がもつ固有の特徴についても議論され、問題点の指摘とそれに対する対応が検討された。 
その結果、新たな vicarious calibration 手法で検定曲線を作成し直すことが行われ、これまでの検定値とかな
りずれていることが判明した。新しい検定値を用いた衛星推定データの地上検証では良く一致することが示され
た。 
こうしたことから、GMS-5 を用いた経年的な日射量推定は、新しい検定値を用いて実施することとなり、気象
衛星センターが遂行中のGMS-5 S-VISSR データの見直しの終了後に行うこととなった。 
 
1.3.2. GMS-5/VISSR 可視データによる日本付近の地表面アルベドとエアロゾル分布情報の経年解析 
久世宏明、境 裕之 
（内容） 
継続的な地球観測を目的とする人工衛星リモートセンシングにおいて、衛星搭載センサで観測される可視・近
赤外域の放射輝度には、大気分子やエアロゾルによる吸収・散乱の大気の影響が含まれる。本研究では、1997
年から 2002 年までの 6年間の気象衛星GMS（ひまわり）5号の画像データについて、画素毎に地表面アルベド
とエアロゾル光学的厚さを求め、その季節変動と経年解析を行い、地上測器では困難な広範囲でのエアロゾルの
分布状態を経時的に広頻度で取得することを可能にした。基本的な手法としては、GMS-5/VISSR の日本付近の
画像を対象として、放射伝達コードMODTRAN-4 によって輝度値、地表面アルベドρ、光学的厚さτの 3つの変
数間の関係を計算する。1か月の同時刻における画像から雲除去画像を作成して、これに大気の影響を取り除く
大気補正を行い、時刻ごとのρ画像を作成する（図 1）。その際に仮定する輝度値の校正係数やエアロゾルの量 (光
学的厚さτ=0.1) およびモデル (海洋性エアロゾルモデル) について、それぞれ実測のデジタル値の経年変化、
地表面反射率データ、他衛星からの導出結果との比較により妥当性を検証した。また作成したρ画像をもとに、
特定の日におけるτ分布画像（図 2）を導出し、地上測器のデータとの比較により、その妥当性を検証した。以
上のように、気象衛星データの可視・近赤外バンドからエアロゾル量を導出する手法をほぼ確立し、実証するこ
とができた。 
 
 
図 1 1998 年 12 月の GMS VISSR 可視・近赤外雲除去画像から得られた日本全域のアルベド画像。北日本では
積雪によるアルベドの増大が観測されている。 
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図 2 2000 年 12月 8日の各時刻のGMS VISSR 画像（下）から得られたエアロゾルの光学的厚さ分布画像（波
長 550 nm） 
 
1.3.3. Terra/MODIS 画像を用いた千葉地域の地表面アルベドの導出とエアロゾル粒径情報の推定 
久世宏明、山崎輝彬 
（内容） 
可視・近赤外域を用いて衛星によるリモートセンシングを行う場合、とくにエアロゾルの影響の大きい短波長
域で大気補正を行うことは重要である。大気分子による Rayleigh 散乱の影響の評価は比較的容易であるが、時
間的・空間的に変動の激しいエアロゾルの影響を補正するには、波長ごとのエアロゾル光学的厚さを知る必要が
ある。本研究では Terra/MODIS のデータのうち可視・近赤外の 4 バンドを用い、関東南部地方およびその周辺
の海域を対象として大気補正を行い、地表面および大気の情報を分離・抽出する。その際、大気が比較的清浄な
日の衛星データにおいて光学的厚さτが一様であると仮定し、放射伝達コード 6S を用いて大気補正を行う。さ
らにこの大気補正後の衛星データを正規化植生指数、正規化水指数、正規化土壌指数により植生域、水域、都市
域、土壌域の４つに大分類した後、それぞれの大分類の中でアルベドの波長依存性に基づいて ASTER spectral 
library・実測反射率データ・影の効果を含む混合被覆 (ミクセル) データを用いて被覆分類を行った。主成分分
析を応用して作成された地表面アルベドマップ (参照アルベドマップ) と大気上端のアルベドを比較し、MODIS
データからエアロゾルの光学的厚さτと粒径分布を抽出した。観測対象が複雑な陸域を含む可視・近赤外の４バ
ンドデータから、精度の高いアルベド分布およびエアロゾル分布情報を抽出する手法として今後の応用価値が高
い結果が得られた。 
・共同利用研究では、次のような成果が得られた。 
・朝隈康司（東京農大） 衛星画像を用いた広域的エアロゾル光学特性の導出： 
  MODIS 可視近赤外画像を用いた陸域の大気補正において、本年度は参照アルベドの分類精度向上を目指し、
誤分類防止のためカテゴリ別に粗分類した後詳細分類をする二段階分類を取り入れ、また、１つの画素中に複
数の物質が存在する場合のアルベド（ミクセル問題）を考慮して参照アルベドを作成する方法を新たに開発し、
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北海道全域の画像を解析した。 
・浅野正二（東北大学） ヤマセ雲の衛星リモートセンシングおよび数値モデル化のための検証観測： 
 平成 19 年度に行った航空機観測では、NOAA 衛星と同期した 4 回の観測を行い、衛星データから抽出した雲
微物理特性を検証する実測データを得ることができた。解析の結果、衛星データから抽出した雲パラメータは航
空機実測値と誤差の範囲内で一致し、衛星リモートセンシングの妥当性が実証された。 
 
1.3.4. 地上観測データの収集と衛星データ解析アルゴリズムの高精度化 
（内 容）  
衛星データから得られる各パラメータ量および関連する大気環境情報について地上からの同時計測を行い、そ
の結果を利用して衛星データの解析アルゴリズムを検証し、高精度化を図る。観測の対象となる主なパラメー
タとしては、下向き太陽放射、水蒸気・雲水量、エアロゾルの光学特性、放射過程に関与する大気分子成分の
コラム量、および大気ゆらぎ量などが挙げられる。 
（成 果） 
・広角高精度望遠鏡を用いたイメージングライダーの開発と対流圏エアロゾル計測（久世宏明・山口陽平） 
大気エアロゾル、とくに対流圏エアロゾルは放射の散乱・吸収過程や雲の凝結核としての役割を通じて気候に
大きな影響を与えるが、エアロゾルの多く存在する地上付近を含めて、その定量的な観測・特性把握はなお十分
とはいえない。宇宙線の起源と伝播の解明を目指して超高エネルギー宇宙線の全天監視を行う All-sky Survey 
High Resolution Air-shower (Ashra)望遠鏡計画では広角・高感度・高解像度という従来の観測システムにない特
徴を持つ望遠鏡が開発され、現在、東大宇宙線研のグループによりハワイ島で観測施設が展開・運用されている。
このAshra 望遠鏡を環境計測へ応用するため、本研究では、先年度に引き続きAshra 望遠鏡とライダー技術を組
み合わせたエアロゾルの 2次元分布のリアルタイム観測の実現に向け、イメージングライダーの開発と実験を行
った。可搬型イメージングライダーでは、Ashra 望遠鏡の広角特性を活かし、エアロゾルの後方散乱光を観測す
る従来型のモノスタティック配置と比較して光散乱強度の強い前方散乱を含む側方散乱を受光するバイスタテ
ィック配置での観測を行うことができる。バイスタティック計測では、従来のモノスタティック計測で困難であ
った地表面に近いエアロゾルや雲の光学的な情報の取得が可能となるため、地上検証データとの比較等において
とくに有効である。本年度では、とくに Ashra 望遠鏡システムの性能評価、信号対雑音比の改善方法を検討する
とともに、バイスタティック計測を実施し、理論との比較を行った。今後の実運用に向け、有用な知見を得るこ
とができた。 
・共同利用研究では、次のような成果が得られた。 
・青梨和正（気象研） 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究： 
  マイクロ波放射計による輝度温度（MWRTB）は、雲解像モデル（CRM）への入力として期待される。このデ
ータ同化には、第１推定値として使う CRM 物理量、TBc の予報誤差、MWRTB の観測誤差の a priori な知識が
必要である。本研究では、JMAの現業CRMの物理量の予報誤差分布と共分散を、Ensemble予報を用いて、いく
つかの降水擾乱の事例について調べた。その結果、対流性上昇流域とそれ以外で、降水物理量、鉛直速度、
RTWS (Total water content の飽和混合比に対する割合)などが、分散、共分散、相関の空間的パターンが異なる
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ことが明らかになった。 
・佐々木真人（東京大学）広角高精度望遠鏡を利用した大気透過率計測手法の開発： 
Ashra (All-sky Survey High Resolution Air-shower) 望遠鏡は、広角かつ高精度の望遠鏡で全天監視を行って超
高エネルギーの宇宙線の飛来時に発生する大気紫外光を検出する装置で、東京大学宇宙線研究所が中心となっ
てハワイ島に観測サイトを構築している。CEReS との共同研究では、このAshra 望遠鏡をイメージングライダー
を応用し、大気エアロゾルの実時間二次元計測を実現する研究を実施した。この成果は、宇宙線観測時の大気透
過率計測への応用も期待される。 
・内藤季和（千葉県環境研究所）可搬型自動ライダー（PAL）による浮遊粒子状物質の光学的性質の研究 
可搬型自動計測ライダー（PAL）は千葉大グループが中心となって開発し、これまで 4年余りにわたって運用
を継続してきたライダー装置である。本年度の共同研究では、新たに装置全体を水平面内で回転可能とし、従来
の 1次元計測モードに加えて大気の 2次元的な計測を可能とした。水平面内での大気の不均一性が把握できるよ
うになり、今後の計測を通じて、雲の特性解明や道路など局所的ソースからのエアロゾル拡散などの研究に活用
が期待される。 
・鷹野敏明（千葉大学自然科学研究科）ミリ波レーダによる雲物理量導出と放射収支評価への応用： 
これまで開発を進めてきた低出力高感度ミリ波雲レーダ (FALCON-I) の感度およびドプラー計測の精度を向
上させ、観測データから導出する物理量の質と量を向上させた。SKYNET のサイトである沖縄辺戸岬ステーショ
ンに FALCON-I を置いて集中観測を実施し、安定して良好なデータを収集することができた。 
 
1.3.5. 地上ネットワーク観測による大気環境の解析 
高村民雄、竹中栄晶、崔 羽 
（成果）  
SKYNET では、2007 年度に次のような研究活動を実施した。文科省地球観測システム構築推進プラン（対流
圏大気変化観測研究プロジェクト）の支援を 2006 年度から受けて、SKYNET観測網における観測の継続的な運
用と精度維持のための活動を引き続き行った。また、こうした活動の「拠点形成」としてネットワーク観測デー
タを処理、公開するための CEReS 内での基盤整備を行った。 
観測網の中核器材であるスカイラジオメータは、その検定システムの確立が中心である。検定システムは、気
象研究所 (MRI) が所有する回折格子型サンフォトメータを一次基準器として、米国 NOAA が運営するハワイマ
ウナロア観測所で定期的に検定する（MRI との共同研究）。これを基準にしてMRI で被検定器との比較観測によ
るものと、更に二次基準器を作成して各サイトで運用する器材の比較検定を行うこととした。このシステムで、
年度末に掛けて順次検定作業を行い、検定値を決定した。 
日射計・放射計の検定は、WMO の基準に従い一次基準器との比較により行った。スカイラジオメータ同様国
外サイトのものは、二次基準器を作成し、これによる現地での比較観測による値付けを実施した。本活動はその
重要性から、次年度以降も関係する国内外の研究機関と共同で継続する予定である。 
一方、データ公開のための準備をおこない、その前提であるデータ収集・解析の自動化を推進した。これによ
り、次年度から SKYNETスーパーサイトにおけるエアロソルの光学的厚さのデジタルデータの連続的な公開を図
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る予定である。 
・共同利用研究では、次のような成果が得られた。 
・木下紀正（鹿児島大学）CCDカメラネットワークと衛星データによる東アジアの大気環境解析： 
 東アジアにおける黄砂などの大気混濁状態を記録するために、中国の長春と鹿児島において地上映像観測を行
ない、2007 年春季の結果を各種衛星画像などと比較して解析した。鹿児島では 3時間毎の自動撮影の他に可視・
近赤外両モードによる多方向撮影を随時に行った。 
・塩原匡貴（国立極地研究所）エアロゾルの光学特性に関する観測的研究―スカイラジオメータ観測による広域
洋上エアロゾルの光学特性の長期的モニタリング 
本研究の目的は、エアロゾルの直接効果による気候影響の定量的評価と、広域のエアロゾルの光学特性の実態
把握とその空間的時間的変動特性の把握にある。また、衛星による広域のエアロゾル・リモートセンシングの地
上検証データ提供のためにも有益な結果が期待できる。本年度は、新南極観測船（新しらせ）による広域の洋上
エアロゾルの光学特性観測のために開発・製作した、新型の船舶搭載スカイラジオメータ（POM-01 MK III）の
評価に向けた実地検証を行った。 
 
 
1.4. プロジェクト 4：地域に役立つリモートセンシングの実現 
－多様な空間情報のシナジーによる社会基盤情報の発信－ 
［概要］ 
 複数の地球観測衛星が運用され、新しい衛星の打ち上げが予定されている現在においては、衛星データ利用が
地域環境の把握・理解のために役立ち、これまでにない新しい領域を開拓していくことが期待されている。その
ために本プロジェクトにおいては、衛星データ・地理情報をはじめとする空間情報を統合し公開するとともに、
CEReS の研究手法・成果を活用することによりシナジー効果を生み出し、地域研究の新しい側面を創造すること、
また地域に科学の成果をフィードバックすることを目的とする。 
 
Project 4: Application of remote sensing methods to regional scale --- enlightenment activities by means of 
 the synergy effect of various spatial data 
Presently several earth observation satellites are operating simultaneously and new satellite programs 
are planned. In this circumstance, the use of satellite data is expected to be important for understanding the 
regional environment and for exploiting a new field of application. In this project, by integrating and freely 
providing the spatial information such as satellite data and geographical information, we expect to generate 
synergetic effect with the combination of CEReS research method and result , then to create a new field and 
to feedback the scientific results to a local. 
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[研究内容と平成 19年度の成果] 
1.4.1. インターネットによる社会基盤情報の発信（継続） 
近藤昭彦 
（内容） 
 中期計画に関わるデータセンター機能構築事業の一環として、千葉県に関わる様々な空間情報を提供するホー
ムページを平成 16 年度に開設し、以降継続して運用している。平成 18 年度はラスター画像データをシームレ
スに拡大・縮小してインターネット上に公開するシステム(ImageWebServer:IWS)を構築し、国土交通省による国
土調査成果図表、多時期衛星画像、等を公開した。このシステムの構築により画像データの大容量化による転送
速度のボトルネックは解消した。CEReS ホームページのデータベースページからリンクしている。ダイレクトリ
ンクは"http://dbx.cr.chiba-u.jp/GDES/index.html"あるいは"http://dbx.cr.chiba-u.jp/geobase/index.html"、である。 
 継続して公開している社会基盤情報は国土調査による、①災害履歴図－20 万分の 1 土地保全基本調査、②利
水現況図・調査書、③50 万分の 1 土地分類図（地形分類図、表層地質図、土壌図）、④地下水マップ、である。
これらの情報はユーザーが自在に閲覧し、ダウンロードして、教育、研究等に利用することができる。国土調査
成果図表は国土交通省により今後の利用に関する検討が行われているところであり、担当部署との意見交換を行
っている。今後も IWSのコンテンツを増やしていく予定である。 
 衛星画像については、NASA の TM モザイクデータを利用して、1990 年頃と 2000 年頃の日本列島およびそ
の周辺地域を拡大・縮小・比較できるシステムを公開した。また、千葉県については 1972 年と 2001 年のラン
ドサット画像を拡大・縮小・比較できるシステムを公開した。このシステムは JAXA 受信のデータを利用したア
ジア地域の画像閲覧システムのプロトタイプとして構築したもので、今後、複数の衛星による時系列画像の閲覧
システムを構築する予定である。 
ImageWebServer による 1990 年頃と 2000 年頃の TM画像の閲覧システムへのポータルページ 
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バングラディシュにおける 1990 年と 2000 年の間の河道の変遷の例 
 
 
1.4.2. 地域の環境変動に関する研究（継続） 
近藤昭彦 
（内容） 
 地球環境変動はグローバルスケールで徐々に出現するというよりも、特定の地域に先行して現れる。この様な
地域を発見するためには地域性の理解が不可欠であり、次にリモートセンシングによる対象地域の徹底的な観察
が必要である。地域性に基づいて理解された環境変動に対しては正しい対策を講じることが可能となる。グロー
バルな環境変動はプロジェクト１で対象としているので、ここでは地域的な環境変動について解析を行った。平
成 18年度に実施した課題は下記の通りである。 
① ロシア、東シベリアのタイガ～ツンドラ移行帯における植生変動（終了） 
酒井秀孝・鈴木力英・近藤昭彦(2008):衛星データによる近年の東シベリアにおける植生変化のシグナル抽出．
水文・水資源学会誌、21(1)、50-56.  
② 中国、華北平原における水循環の実態把握と南水北調中線工事に伴う環境変動に関する研究（継続） 
③ 中国、新彊における水資源の動態変化に関する研究（継続） 
④ ヨルダン国、死海地下水盆における帯水層の総合的評価 
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Ahmad Al-Hanbali and Akihiko Kondoh(2008):Groundwater vulnerability assessment and evaluation of human 
activity impact (HAI) within the Dead Sea groundwater basin, Jordan.Hydrogeology Journal,DOI 
10.1007/s10040-008-0280-7.  
⑤ 東京大都市圏の安全と快適性に関する研究 
一ノ瀬俊明・白木洋平・松本太・盧軍・花木啓祐(2007)：都市空間情報基盤不足地域における熱環境評価の
試み：環境システム研究 35，147-154．  
白木洋平・近藤昭彦・一ノ瀬俊明(2007)：GIS とリモートセンシングを用いた地表面構造が都市の気温形成
に及ぼす影響評価．環境科学会誌、20巻 5号、347-358.  
⑥ 千葉県の公共用水域の硝酸態窒素汚染に関する研究 
⑦ 千葉県の海岸侵食に関する研究 
⑧ 千葉県防災気象情報データの高度利用に関する研究（ウェザーニュース(株)との共同） 
⑨ その他 
 
1.4.3. 衛星と地上観測設備を組合わせた水稲の被害率算定システムの実用化モデルの構築 
本郷千春 
(内容） 
農業共済制度とは災害発生に備える農家の相互扶助共済保険制度で、水稲では一定規模以上の農家には加入が
義務付けられている。現行の水稲共済における損害評価は、生産者から損害通知のあった全ての耕地について損
害評価員の目視により被害量を見積もる検見調査と、一部の耕地について農業共済組合等の坪刈りにより被害量
を算出する実測調査がある。この損害評価においては、結果が評価員の技量に左右されること、評価員の高齢化
が危惧されていること、加入者が客観性のある評価を望んでいること、大災害時には多数の生産者の協力が必要
となり多大な労力が必要となることなど、解決すべき課題がいくつかある。このような背景の下、衛星リモート
センシング等の農業空間情報を取り入れた新たな損害評価手法の構築に取り組んでいる。 
これまでの解析において、冷害の被害を受けた水稲の収量は誤差約 57kg/10a で推定でき、目視評価に衛星デ
ータが利用可能であることを示した。さらに、異なる推定モデルを用いた場合の収量推定精度を比較した解析で
は、用いるサンプル数が少ない場合にはリッジ回帰や L2 ブースティングが有効であることを確認している。そ
こで、2007年度はサンプル数が415圃場と十分であったため、射影追跡回帰モデルを用いて収量推定を行った。
その結果、RMS誤差 58.5kg/10a で推定が可能であり、重回帰モデルなどの他のモデルを適用した場合よりも約
1割程度誤差が小さくなった。射影追跡回帰は、全予測変数を用い、加えてノンパラメトリック回帰による平滑
化を施す高度な手法である。従って今回のように用いるサンプルの数が十分にある場合は、低次元空間への線形
投影をすることで多変量データを扱うのが得意な射影追跡回帰モデルを適用した場合のほうが、重回帰式を用い
た場合よりも推定精度の高い式が得られるのではないかと考えられた。 
次に、異なる３つの品種ごとに推定を行いその精度の比較を行った。その結果、きらら 397、ほしのゆめ、な
なつぼしのいずれの品種でも推定誤差は小さくなり、その中できらら 397 の RMS 誤差が 49.0kg/10a と最も小
さくなった。品種別に各予測変数の平均値に対して分散分析を行った結果、近赤外と NDVI に有意差が見られた
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ことから、これらの予測変数の値が推定精度に影響を及ぼしていたことが推察された。 
（成果） 
本研究で得られた成果は、平成 20 年度から農林水産省の補助事業として全国規模で実用化することが決定し
た。 
 
1.4.4 Damage of Sunderban Mangrove by Cyclone Sidr  
J.T. スリ スマンティヨ、M. Mahmudur Rahman 
（内容） 
Sunderban Forest, the largest continuous mangrove tract in the world lies at the mouth of the Ganges 
and is spread across the areas of Bangladesh and West Bengal, India. The forest covers 10,000 sq. km of 
which about 62% are in Bangladesh. The forest flora is characterized by the abundance of Heritiera fomes, 
Excoecaria agallocha, Ceriops decandra and Sonneratia apetala. 
The eastern part of this forest was severely damaged when Tropical Cyclone `Sidr` hit the Bangladesh 
coast on 15th November, 2007. The cyclone has devastated Sunderban, coastal islands and a vast region of 
the south-western regions of the country though according to the Joint Typhoon Warning Center, the 
Category 4 cyclone lost its strength in the hours before landfall.  
The investigation conducted at CEReS used several Moderate Resolution Imaging Spectrometer 
(MODIS) imageries of NASA`s Terra Satellite both before and after the disaster. The images were 
downloaded from `MODIS Rapid Response System` website. Three-band (1, 2 and 7) post-disaster image 
(18th November, 2007) was visually interpreted. Two classes of vegetation on the image could be recognized: 
healthy forest appears in green and damaged in tan. Several training samples were collected from all these 
vegetation classes and the image was classified using maximum likelihood algorithm. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.1 Damage map of Sunderban caused by Cyclone Sidr 2007. The map was prepared from the Terra 
MODIS satellite imagery of 18 November 2007 just after the cyclone hit (15 November). 
－ 19 －
The severe damaged areas of the forest are distributed in the north-eastern direction (Fig.1), 
synchronized with the tract of the cyclone after landfall. The damaged area is estimated to be 65,739 ha (657 
Sq. km), which is around 16% of the total Sunderban land area of Bangladesh.  
Acknowledgement:  
National Aeronautics and Space Administration (NASA) for Terra MODIS satellite imageries.  
 
1.4.5 東ジャワ県の泥噴出事故のモニタリング 
J.T. スリ スマンティヨ、Luhur Bayuaji 
(内容） 
2006 年 5 月 29 日に、中部ジャワ地震の 2 日後に、東ジャワ県シドアルジョ市に泥噴出事故が起こった。
現在、この天然ガス掘削井（Banjar Panji 1 well）からいまだに 165,000 立方ヤード/日（約 126,000m3/日）
の泥水が噴出している。この泥噴出事故によって、国家インフラである高道路、鉄道、工場団地、ガスと石油
のパイプラインなどがマヒされた。また、噴出事故周辺の住民が 1万人以上避難した。インドネシアの第 2都
市または東ジャワ県の首都であるスラバヤとジャワ島の各都市へのネットワークがマヒし、インドネシアの経
済にも大きな影響を与えた。 
(a) (b) 
 
Banjar Panji 1 well
図１ 東ジャワ県の泥噴出事故の泥表面温度の変化 
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 本研究センターは、ASTER センサの TIR バンドを使用して、この泥噴出事故地域の泥表面の温度分布を抽
出した（図１を参照）。図１の（a）事故前（2005 年 11 月 23 日）：光熱（約 50oC）は工業団地、高速道路、
住宅地からの温度を示す。(b)と(c)は泥噴出事故後の泥表面温度を示す。特に、2006 年 11 月 13 日の画像から
わかるように、光熱の泥が広がったことがわかった。この現象が数日続き、2006 年 11 月 22 日に光熱と大き
な負荷に絶えず、この噴出事故を通ったインドネシア石油会社のパイプラインが爆発し、数人の住民が死亡し、
泥噴出が拡大した。当研究センターは、この被害地域をモニタリングするほかに、2006 年 11 月 8 日に現地
にて地盤沈下、温度分布、泥のサンプルなどを収集し、解析した。 
 
1.4.6. プロジェクタ光源を利用した差分吸収分光 (DOAS)法による対流圏エアロゾルと大気汚染物質の同時観測  
久世宏明・宮崎正志・原田一平、一之瀬俊明(国立環境研) 
(内容) 
都市域の対流圏における代表的な大気汚染物質である二酸化窒素（NO2）、および浮遊粒子状物質（エアロゾ
ル）の光学的リモートセンシングによる測定手法として、数 km隔たった 2点間において平均濃度を測定できる
差分吸収分光 (Differential Optical AbsorptionSpectroscopy, DOAS) 法がある。衛星による直下方向やライダー
による上方への計測と比較して、DOASでは汚染物質の濃度の高い対流圏下部に光路を設定するため、高感度で
測定を行うことが可能になる。本研究では、市販の PC プロジェクタを光源として利用する DOAS 法を提案し、
その原理検証実験を行った。これまで、既存の白色点滅灯である航空障害灯を用いた測定を行ってきたが、夜間
は赤色灯に代わるために測定が昼間に限られ、航空障害灯がない場所での測定が行なえないという制限があった。
PC プロジェクタは比較的安価で信頼性の高い白色光源としての連続運用が可能であり、DOAS 光源として有用
性が高い。受光部としては、従来と同様に望遠鏡と小型分光器を利用する。DOAS法のデータ取得は 5分毎であ
り、大気地上測定局による 1時間毎のデータ取得と比較して、高い時間分解能で広い領域の平均濃度の測定が可
能である。光源、受光部ともに可搬であることを生かし、長野市や千葉市で国道をはさんだ測定を行った。解析
結果と大気地上測定局における観測データを比較することにより、DOAS法の信頼性を検証した。 
 
1.5.  その他のプロジェクト 
1.5.1. 気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ(VL)の形成 
西尾文彦、樋口篤志 
［概要］ 
 昨今の異常気象現象と温暖化予兆現象の発生や地球シミュレータ稼働等の新しい状況下で、温暖化現象に関す
る人工衛星リモートセンシングデータの収集・解析およびその共同利用者への供給は研究者コミュニティへの貢
献のみならず、社会への情報還元の意味からも非常に意義が高い。こうした背景の中で、地球気候系の診断を行
うため我が国において気候・環境研究を推進している 4 研究センター（東京大学気候システム研究センター
(CCSR)、名古屋大学地球水循環研究センター(HyARC)、東北大学大気海洋変動研究センター(CAOS)、および千葉
大学環境リモートセンシング研究センター(CEReS)）が共同してバーチャルラボラトリ－(VL；以下 VL) を形成
し、各センターの特色と研究資産を生かした研究と教育を分担・連携して行うこととなった（図 1）。VL として
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温暖化現象の解明などの重要な課題に取り組み、地球温暖化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合
システム（GEOSS）等の我が国における重点課題に貢献する。 
また、連携形成によって学生や若手研究者の現場教育と育成のために、機関の枠を超えたセミナーや研究会を
開き、我が国における当該分野の研究・教育レベルの向上に努めることを目標に掲げている。“得意”集団である研
究センター毎に気候診断に関わる研究ミッションがあり、CEReS の役割で最も大きなものは「全球静止気象衛星
データセットの作成」である。詳細は後述するが、データ量、作業量が膨大であるため、図２のタイムスケジュ
ールに従って成果を公表する予定である。 
研究分担とシナジー効果の創出
地球観測データ利用と連携研究 に関する
大学附置研究センター協議会
・温暖化物質データ収集
・物質収支解析
・人工衛星データ収集
・高次成果物解析
・水循環データ収集
・水収支解析
・気候モデル開発
・気候変動メカニズム研究
東大気候システム研究センター
CCSR
千葉大環境リモートセンシング
研究センター
CEReS
名大地球水循環研究センター
HyARC
観測
データ収集
総合解析
気候影響
温暖化イニシアチブ
水循環イニシアチブ
分散解析
応用創出
東北大大気海洋変動観測
研究センター
CAOS
基礎研究と教育による問題解決への基盤作り
連携による重点課題への明確な貢献
地球観測統合システム(GEOSS)
データセンター
観測データ
解析結果
提供
 
図１ バーチャルラボラトリ－における各研究センターの役割 
 
FY2007-FY2011; ロードマップ (CEReS)
過去データ(1998～2005) / Real time 性追求，データ長期化(1998以前) 
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ふつうの気候データとしての気候解析
DIAS へのデータ提供，ユーザ拡大
中間評価(3年)Now!
 
図２ バーチャルラボラトリでの CEReS での今後 5年間のロードマップ 
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[研究内容と平成 19年度の成果] 
19年度年活動報告概要（樋口篤志） 
 初年度となる 19 年度はまずはインフラの整備に力点を置いた。データベース委員会活動と連動し、基幹デー
タサーバ HDDの入れ換え、サーバのセンサ毎の分離を上半期に行った（写真１）。平行して、静止気象衛星デー
タセット作成に向けた準備を始めた。大きな事項は以下の２点である。1. 過去の各機関のデータセット購入手続
き、および生データから緯度経度直行座標系へのリサンプリング（グリッドプロダクト化、以下グリッド化と略
記）処理に向けた生データ解読および変換プログラムの作成、得られたデータへの適応、2. 中国静止気象衛星風
雲（FY2）受信施設の導入（写真２）である。1. について詳細は 2.2.で示す。2.は当初計画では日本の静止気象
衛星である MTSAT受信施設導入を検討したが、東京大学地震研究所・生産技術研究所で MTSATの受信・アー
カイブ・公開を開始、ウェザ－ニュース社 (WNI) との連携強化により、WNI より準リアルタイムでの生データ
提供が今年度中盤よりスタートしたことから、モンスーンアジア全域の高時間分解能衛星データを得ることが重
要であるという判断から導入を検討し、2008年 1月末に施設導入、同年 3月現在最終調整中である。調整作業
が完了し次第、グリッド化した FY2データ公開も行う。 
 
 
写真１ VL経費を用いて拡充したデータサーバ群の状況 
 
 
写真２ FY2 受信用アンテナ。GMS5 受信用アンテナを撤去し、土台を流用した。 
 
5.1.1.1. 全球静止気象衛星データセットの作成（山本宗尚） 
〇データセット公開の必要性 
静止気象衛星が持つ大きな利点は、1 時間間隔の常時観測を行うことにより広範囲かつ高い時間分解能を持つ
可視・赤外のデータが得られることである。この利点を生かすことにより、雲活動の日周変化（たとえば Ohsawa 
et al. 2001）や発達過程の統計解析（Kondo et al. 2006）などが行われている。また、異なる可視・赤外バンド
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のデータを組み合わせることにより、雲形態を分類する手法の開発（Inoue 1987）なども進められている。ただ
し、単独の静止気象衛星では全球をカバーすることができないため、地域間の比較研究には限界があった。これ
までに、赤外 1チャンネルに限っては複数の静止気象衛星データを組み合わせた全球観測データが公開されてお
り、これに基づく推定降水量データセットも公開されている。しかし、熱帯降雨観測衛星（TRMM）に搭載され
た複数センサのデータを比較することにより、特に対流活動が活発な地域で雲と降水活動のピーク時刻には系統
的な時間差が存在し、差の幅や大きさにも地域差があることが示されており(Yamamoto et al. 2007)、降雨量推
定精度の向上のためには、複数の可視・赤外バンドを組み合わせることにより、雲の発達過程を含めたアルゴリ
ズム開発の必要性が指摘されている。また、温暖化をはじめとする気候モデル研究や衛星利用コミュニティから
全球高解像度可視・赤外データの提供が強く要望されてきた。 
 
〇全球静止気象衛星データの概要 
CEReSにおけるデータアーカイブおよびグリッド化の状況を表１に示す。本プロジェクトで作成される全球静
止気象衛星データは、日本の MTSAT・GMS衛星、米国の GOES衛星、中国の FY2-C衛星、欧州の METEOSAT
衛星から構成される。平成 20 年 3 月現在、MTSAT の可視・赤外データを凖リアルタイムで入手・処理するシ
ステムを構築し、その他の衛星データも受信システムを整備するとともに、衛星ごとの一次・高次処理化に着手
した。これらのデータを結合することにより、60˚S‒60˚N、可視 0.0125˚（1 バンド）、赤外 0.05˚（4 バンド）
の全球データを作成する。来年度には 2006 年以降における、単純な結合処理を施したデータセット（Ver. 1.0）
と各衛星のグリッド化データを公開する予定である。その後、衛星間の相互検証を加え、データセットのバージ
ョンアップと、高度処理を進める。また、他の地球観測衛星データと組み合わせた研究を進めるため、降雨レー
ダ・マイクロ波放射計を搭載した TRMM 衛星の観測期間（1998～）のデータ整備を進める予定である。 
謝辞：各静止気象衛星受信データは、次の各位から提供を受けました。MTSAT：財団法人気象業務支援センタ
ー、株式会社ウェザーニュース、東京大学生産技術研究所。FY2-C：京都大学防災研究所石川裕彦教授・奥勇一
郎博士。METEOSAT：東京大学気候システム研究センター井上豊志郎博士。また、グリッド化コードの作成にあ
たり、東大 CCSR井上豊志郎博士、京大防災研石川裕彦教授・奥勇一郎博士、高知大菊地時夫教授、千葉大 CEReS
加藤悠介氏からご教示を受けました。ここに記して感謝いたします。 
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表１：CEReSにおけるデータアーカイブおよびグリッド化の状況 (2008年 3月現在)． 
 衛星名称 東西範囲 取得期間 グリッド化 提供元
MTSAT-1R 80E-160W 2005.6- 済 WNI, IIS, 気象業務支援センター
2005.1-（8bit） IR済
2006.5-（10bit） IR済
METEOSAT7 177.5W-117.5E 2004-2005 済 東大CCSR井上博士, CEReS取得
METEOSAT6 120W-60E 1998-2004（予定） CEReS取得
METEOSAT5 120W-60E 2004-2005 東大CCSR井上博士, CEReS取得
GOES-W 15W-135W 2007.11- CEReS取得
GOES-E 75W-15E 2007.11- CEReS取得
FY2-C 44.6E-164.6E 京大防災研石川研究室, CEReS受信
 
 
 
 
 
 
 
5.1.1.2. 静止気象衛星データの校正技術確立および高度化に関する研究（竹中栄晶） 
 CEReS では VL 中全球静止気象衛星データセットの作成(2.2 参照)に取り組んでいる。本研究は静止気象衛星
データ有効利用のための代替校正技術の開発、及び各種大気放射プロダクトの作成を経て、放射収支の全球解析
を目指す。 
〇校正手法の開発 
 校正手法は可視チャンネルと赤外チャンネルの校正手法に大別される。可視チャンネルの校正手法は 2006年
度より東大 CCSR、MSC/JMA（気象庁気象衛星センター）、CEReS共同で実行されている GMS-5/VISSR再解析
計画“Project R-VISSR”によって開発された可視代替校正手法が応用された。赤外チャンネルの校正手法は
Aqua/AIRS、MetOp/IASIを使った相互校正手法が MSC/JMAによって開発されている。衛星搭載センサの校正精
度は衛星データから推定される物理量の解析精度に大きな影響を与えるため、これら校正技術は衛星データの気
候研究への貢献に対して重要な意味を持つ。図 1に、校正前と校正後の解析精度を示す。校正の適用によって物
理量の推定精度が大きく改善していることが解る。また、これらの校正技術は MSC/JMA より WMO の全球衛星
搭載センサ相互校正システム GSICS（Global Space-Based Inter-Calibration System）に提案されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 : 校正適用前、適用後における物理量推定精度の改善を示す一例。左：エアロソルの光学的厚さ。右：雲の
光学的厚さ（解析は CAPCOM及び REAPによる） 
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〇 解析アルゴリズムの構築と大気放射プロダクトの作成 
 放射収支の推定は新たに開発された推定アルゴリズム EXAM SYSTEM によって実行される。このアルゴリズ
ムはニューラルネットによる放射伝達コードの関数近似によって構築されたN2-engineをマルチスレッドで実装
することにより、大気中の微粒子や吸収ガスの厳密な光学特性を考慮した高速な放射量推定を可能としている。
また、一般に衛星推定アルゴリズムに使われる参照テーブル法（LUT-method）と比較した場合、巨大な参照テ
ーブルを一切必要としないため、パラメータの次元数による制約を受けないという特徴を持つ。これにより、雲
やエアロソルなどの大気中の微粒子、及び様々なガス吸収のパラメータ化において、既存のアルゴリズムより高
度な解析を可能とする。現行のバージョンは大気上端と地表面の太陽放射フラックスの他に、紫外線 A類及び B
類、光合成有効放射量(Photo-synthetically Active Radiation)の推定を可能としている。解析例を図 2に、地上観
測ネットワーク SKYNETによる地上検証の一例を図 3に示す。先だって MTSAT-1Rの準リアルタイム解析を実
行中である。また、このアルゴリズムは GLIプロジェクト/JAXAにおいて研究プロダクトである全球の太陽放射
フラックスの推定に適用されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 : EXAM SYSTEMによる太陽放射フラックス推定例。左上：地表面下向き放射量、 
右上：大気上端上向き放射、 左下：日射量の散乱成分、右下：日射量の直達成分 
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図 3 地上観測ネットワーク SKYNETによる地上検証の例。（千葉 35.62N, 140.12E） 
 
 
5.1.1.3. 雲解像モデル(CReSS)と静止気象衛星データとの比較検証実験（樋口篤志、山本宗尚） 
 雲解像モデルCReSS (Cloud Resolving Storm Simulator) は名古屋大学地球水循環研究センター(HyARC)気象
学研究室で開発された非静力学系の気象モデルである1。CReSSを用いた事例研究は数多く報告されているが、
長期ランデータを元とした定量評価は計算量が膨大となるため殆ど行われていない。そこでVL中HyARC-CEReS
共同研究の一環として、CReSS 予報実験結果と衛星データの比較検証実験を行った。CReSS予報実験結果は
project AME2を使用し、衛星データは 2.2. でグリッド化されたMTSAT-1Rを使用した。対象期間は 2005 年 7
月 5日～12月 16 日の約半年間、解析対象領域は東経 123.60°～143.90°、北緯 26.35°～40.10°である。 
 解析手法として、図法の異なる両者の位置を合わせる処理をし、衛星データに合わせるため、CReSS予報実験
結果から雲頂温度を算出した。雲頂温度を算出する方法として２つの方法を用いた。１つは単純に予報実験結果
中の大気で水の液相・固相の質量密度の総和が 10-6 g m-3 以上となった高度の気温を雲頂温度と仮定する方法、
もう一つは雲解像モデル出力から各種衛星物理量を放射伝達方程式に従い計算するパッケージ（Satellite Data 
Simulator Unit, SDSU; HyARC増永准教授が開発・公開3）を用い静止気象衛星の熱赤外チャンネルの輝度温度を
計算する方法である。後者は放射伝達を解くため、計算結果は前者に比べ正確であるが、計算に多くの時間がか
かる（AMEの出力結果から計算すると Pentium 4 3GHz の計算機を用いて 1スナップショットで 1.5 日の計算
時間）。よって限られた月の 3 時間毎の結果に対しSDSUを適応した。両方法で計算したCReSS での雲頂温度と
同時刻のMTSAT-1Rの輝度温度を同一場所のデータを抽出し、全期間の総ピクセル数を算出した。この手法では
雲の位置のズレを考慮に入れることができず、CReSSには厳しい比較方法であるが、どの程度現実の雲を再現し
ているか判断する上で有効であると判断し、統計処理を施した。 
                                                  
1 http://www.rain.hyarc.nagoya-u.ac.jp/tool/cress.html 
2 実験設定は http://www.rain.hyarc.nagoya-u.ac.jp/CReSS/conf/conf_AME.html，結果は
http://www.rain.hyarc.nagoya-u.ac.jp/~cress/simulation/OLD/2005/AME/CReSS.html をそれぞれ参照のこと 
3 http://precip.hyarc.nagoya-u.ac.jp/sdsu/sdsu-main.html 
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 図 1 に AME 期間全てのピクセル頻度分布を示す。非常にバラツキが大きく、特徴が無いようにも見えるが、
楕円で囲んだ領域に着目すると、1. は背の低い積雲を CReSS・MTSAT 共に示している領域、2. は MTSAT で
は背の高い雲であるが、CReSS では背の低い雲である、あるいは晴天域と予報した領域、3. は発達途中の積雲
を CReSS・MTSAT 共に示している領域、4は CReSS・MTSAT 共に発達した雲であると示した領域、5 は 2 と
は逆に CReSS では発達した雲域と予報したが実際には背の低い雲、あるいは晴天域であった領域をそれぞれ示
している。さらに、CReSS の予報経過時間に着目すると（初期値は気象庁領域スペクトルモデルの予報値を使用）
予報時間が進むに従い、初期値の影響が少なくなり、CReSS そのものの特性が表れると思われる。図６中、1. 2 
は予報時間が経過するに従いピクセル数が増加する傾向が認められ、逆に 4. 5. の領域ではピクセル数が減少す
る傾向が認められた。このことから、定性的ながら短期予報（予報経過時間 3～6 時間後程度）では初期値が実
際の大気場を良く再現していれば CReSS も精度良く雲を再現しうるが、長期（予報経過時間 10～12 時間）で
は予報は実現象よりも雲の発達・衰弱・移動速度を速く予報する傾向にあることがわかった。 
 今後はこの検証実験をふまえ、他の衛星データを使った検証、検証方法の模索、確立、およびモデルへのフィ
ードバックを HyARC や他 VL 機関と連動して継続する。なお、本検証実験は大学院自然科学研究科修士課程加
藤悠介氏の修士研究の一環として行われた。本研究の実施に当たり、HyARC 篠田太郎助教、坪木和久准教授、
増永浩彦准教授の支援を得た。 
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        ――変化なし 
図 1 雲解像モデル CReSSより算出された雲頂温度（簡易方法）を横軸、MTSAT-1Rの輝度温度を縦軸に取り、
project AME期間全ての予報結果の同一場所のピクセル数を集計した結果。カラ （ー印刷版ではグレースケール）
はピクセル数の 10n で示す。図中 1, 2 は CReSSの予報時間が経過するにつれてピクセル数が増加した領域、3
は殆ど変化なし、4.5は減少した領域である。 
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 5.1.2．航空機・マイクロ衛星搭載円偏波合成開口レーダの開発  
J.T．スリ スマンティヨ 
[概要] 
合成開口レーダ（SAR）センサは全天候・能動型センサで、地球環境
または災害地域を夜昼によらずに観測できる多目的センサである。現在、
国内と国外に運用されているほとんどの SARセンサは水平と垂直・直線
偏波およびその組み合わせしか動作しないので、限定された情報しか取
れない。また、この SARセンサ搭載衛星は高価、大型、複雑な構造、大
電力、高雑音などのような特有な特性をもっている。さらに、わが国の
大学レベルにおける SAR システムの研究開発はほとんどやられておら
ず、SARによる人材不足が深刻な状況であるので、SARシステムに関す
る研究と教育は緊急に処置すべきであると認識される。このような状況
を背景とした、本研究の目的は、地表環境・表層における様々な情報を
精密かつ高精度に観測できる、世界初かつ日本独自の技術による円偏波合成開口レーダ（以後 CP-SAR とする）
センサ搭載のマイクロ衛星を開発することである。 
図１ CP-SAR 用円偏波アンテナ 
本研究では、円偏波の特徴を利用して、独自に左旋円偏波（LHCP）
と右旋円偏波（RHCP）の受信信号の利得比または軸比画像（Axial Ratio 
Image：ARI）を抽出し、非常に高い精度の画像を作成することを提案
する。この方法では、従来の SAR センサと比較して、プラットフォー
ム（航空機またはマイクロ衛星）の姿勢とファラデー回転に依存しない
こと、地表層による散乱問題の高精度・低雑音化、安価、小型、省エネ
などの特徴を持つシステムが実現できることが期待できる。 
本研究の成果である CP-SAR は、近い将来、新たな応用分野を開拓で
きると予想される。特に、この CP-SAR の ARI は、世界初の円偏波に
よる地球表層における環境変動の実態把握とその要因解析、大陸規模の
植生 3次元構造の変遷を中心とする表層・植生・土地被覆変動の研究とデータ解析・処理手法と検証などに応用
できることが期待される。例えば、植生・土地被覆と雪氷圏等における環境変動、植生・人間活動の相互作用、
環境変動に関する知的資産の形成の計測、グローバルの土地被覆、雪氷などの主題図・変動図、および環境変動
の総合的要因の解析などが挙げられる。 
表1. CP-SARの仕様 
パラメータ 仕様 
周波数 f 1.27 GHz (L バンド) 
10 MHz チャープ幅 Δf 
偏波 送信: RHCP 
 受信: RHCP + LHCP 
> 30 dBic 利得 G 
軸比 AR < 3 dB (主ビーム) 
アンテナ寸法 1.6 m (アジマス) 
 0.7 m (レンジ) 
3.0 m 地上分解能 
40 km 観測幅 
20o ~ 60o オフナディア角 
3.5 kW 電力 
 
近い将来、この CP-SAR は地球環境に関わる次世代・先端的センサとして、地圏、生物圏、大気圏、水圏等の
地球表層に対する時間・空間情報を抽出できる。特に、アジア地域を中心として広域に時間・空間情報を集積・
解析することによって、地域及び地球環境の変動に関する研究に大いに役にたつと確信される。この研究成果は、
国内のマイクロ波センサの技術を高めるというニーズにも対応できる。本研究に開発される CP-SAR 技術である
マイクロ波リモートセンシング、アンテナ工学、制御回路、CP-SAR 画像信号処理などが新たな技術の誕生の刺
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激にもなり、安全と安心な生活社会を支えるマイクロ波リモートセンシング技術になると確信する。また、将来、
この技術が日本の産業の発展にも寄与すると確信される。 
研究内容として、CP-SAR に関して、国内と海外で様々な直線偏波の SARセンサが既に開発されてきた。 
 
 
 
 
 
 
 
生データ レンジ圧縮画像 レンジ圧縮画像 
図 2 合成開口レーダの信号処理から取得した画像 
 
 
 
この直線偏波 SAR は限られた情報しか得ず、プラットフォームの姿勢が大きく影響され、大型、大電力、高
価などという特性をもつ。これに対して、本研究で開発する新型航空機搭載用の CP-SAR センサはコンフォーマ
ル、小型、薄型、堅牢、安定である。このセンサは、円偏波による多様な情報を抽出することができるので、航
空機プラットフォームの電力を有効に使用でき、オペレーション寿命を長期化できるという特徴をもつ。この新
型センサの多偏波より、位相スペクトル、ARI、位相差画像などのような新たなパラメータを抽出することがで
きる。特にこの ARI が RHCP と LHCPの各受信波の信号処理から得られる。従来の SARセンサから取得できな
かった地表層における新たな振る舞いを把握できる。新デザイン CP-SAR 用のマイクロストリップアンテナ
（MSA）・システムに関して、CP-SAR センサのために、独自に新型、小型、薄型、堅牢の 2編波共用円偏波MSA
アレーを開発する必要である。また、LHCPと RHCP の各編波を同時に受信するための（高精度：低位相誤差）
回路と、各受信信号を処理するためのアルゴリズムは ARI 生成用に開発する。CP-SAR システムの特性の測定方
法は、従来の直線偏波のセンサと違うので、本研究では独創的な測定方法も開発する必要である。 
今後の取り組みとして、平成 20 年度以降には、本研究ではアンテナシステムの設計と CP-SAR の関連回路の
開発と電波無響室内と外野実験のために、誘電体基板、RFコネクタ、セミリジットケーブル、CP-SAR 回路用部
品を使用する。また、電波無響室内における CP-SAR の特性を調査するために、3次元指向性測定システム（近
傍界～遠方界解析法）を使用する。本研究では、航空機搭載に近い状態で、CP-SAR システムを測定用レールセ
ットに設置し、移動しながらチャ－プパルスをRHCP の送信アンテナで照射し、CP-SAR の RHCPと LHCP の受
信アンテナで地面と植生による散乱波を受信する予定である。CP-SAR と測定装置間の信号の送受信の制御と保
存と CP-SAR 画像信号処理のために、専用のパソコンとプログラムを構築する予定である。 
合成開口レーダ（SAR）センサは全天候型センサで、夜昼によらずに運用できる多目的センサである。現在、
国内と国外に運用されているほとんどの SAR センサは水平と垂直・直線偏波およびその組み合わせしか動作し
ないで、高価(数十～数百億円)、大型、複雑な構造、大電力、高雑音、プラットフォームの姿勢の依存などのよ
うな特有な特性をもっている。このような背景で、本研究では、地表層における様々な情報を精密かつ高精度に
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観測できる、世界初かつ日本独自の技術による次世代航空機搭載用の円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）センサ
を開発している。 
研究成果（CP-SAR）のあらたな応用分野に関して、CP-SAR のシステムはリモートセンシングを中核とした
地球環境に関わる先端的センサとして、地圏、生物圏、大気圏、水圏等の地球表層に対する時空間情報を抽出し、
特にアジア地域を中心として広域に時空間情報を集積・解析し、地域及び地球環境の変動に関する研究に大いに
役にたつと確信する。この研究の成果は、日本国内をはじめ、世界の SAR分野における技術競争に参戦できる。
それは、国内のマイクロ波産業技術を高めるというニーズにも対応できる。たとえば、本研究の成果は地球資源
の観測、物流、移動体通信、災害防止、船舶、航空などにおける様々な産業分野に応用できる。この研究によっ
て、アジア地域における次世代地球資源観測、物流、災害予報・監視基盤なども同時に実現でき、アジア地域を
はじめ、世界の社会、経済産業、技術、教育の活性化につながると期待する。また、本研究における各 CP-SAR
技術である MSA、制御回路、SAR 画像信号処理などが新たな技術の誕生の刺激にもなり、将来の社会・生活を
支えるマイクロ波リモートセンシング技術になると確信する。また、将来、この技術が日本の産業の発展にも寄
与すると確信する。 
 
 
[2] 共同利用研究 
 
2.1. 共同利用研究概観 
 センターは、二つの研究領域（リモートセンシング基盤研究領域、リモートセンシング応用研究領域）からな
り、リモートセンシング研究の基礎から応用にいたる広い範囲で研究を推進している。一方、具体的研究では、
達成目標をより具体化したプロジェクト型式で研究活動を推進しており、現在 4つのテーマを掲げて推進してお
り共同利用研究はこれに対応した形式で行っている（プロジェクトの具体的内容は別項参照）。また、これに対
応しにくい応募研究では、一般研究として対応し、さらに研究会を別途公募している。 
 平成 19年度共同利用研究公募要項の審議は平成 17年 12月になされ、18年 1月はじめから公募を開始し、3
月末で締め切られた結果、44 件の応募を得た。教員会議で審議の結果、全応募の提案が次表のように認められ
た。 
 
平成 19年度共同利用研究課題一覧 
予算決定額 
(千円） 
Proj 
新規
継続
の別 
研究課題 申請者 
氏名 
所属研究機関 
・部局・職名 
担当 
教員 消耗
品
衛星
購入
費
旅費
1 新規 MODIS データを用いた土地被覆変化に関する研究 朴 鍾杰
東京情報大学 環境情報学
科・講師 建石 _ 80 _
1 継続 グローバル土地被覆データの作成と公開 梶川昌三 国土地理院地理・調査部・環境地理課長 建石 240 _ 25
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